
最新値 目標値 達成度 評価
指標の
ウエイト

1 a 99.5 100 99.5% a 1.00

2 a 434 71 611.3% a 1.00

3 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

4 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

5 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

6 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

ａ ａ

２　市民生活実感評価

そう思う
どちらとも
言えない

どちらかと
言うとそう
思わない

そう思わ
ない

有効回答
者数

37 222 138 104

5.5% 32.9% 20.5% 15.4%

ｃ ‐

※令和２年度は新型コロナウイルス感染症拡大の影響により調査を一時休止しています。
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市民生活実感調査総合評価
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１　客観指標評価

施策の評価
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施策に関係する
主な分野別計画等

京都市建築物耐震改修促進計画

担当局・部室

上位政策 24　住宅

都市計画局・住宅室 共管局・部室 都市計画局・建築指導部

施策番号 2404

施策名 住宅・住環境の安全性の向上

　住宅ストックの耐震化を進めるとともに，建築基準法等に基づく確認や検査を徹
底することにより，住宅の安全性を向上させる。また，防災上課題のある地区等に
ついて，コミュニティを生かした防災・減災への取組を促進する。

概要

地域の行事や自治会活動に，以前から住ん
でいるひとも，新しく転入してきたひと
も，分け隔てなく参加している。

c c
173

25.7%

‐

4

‐

‐

検査済証の交付率（％）

耐震化による固定資産税の減額を受けた件
数（件）

‐

‐

a

‐

‐

1

平成
30年度

設問 平成
30年度

‐

‐

‐

令和元年度

評価
どちらかと言
うとそう思う
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客観指標総合評価 ｂ



＜総合評価＞

B B 令和2 B

＜原因分析＞
客観指標総合評価
☑ ｂ評価以上であり，施策の効果が客観指標に表れている。
□ ｃ評価以下であり，次の原因が考えられる。

市民生活実感調査総合評価
□ ｂ評価以上であり，施策の効果が市民の実感に表れている。
☑ ｃ評価以下であり，次の原因が考えられる。

＜この施策を構成する事務事業＞　（令和元年度又は令和2年度新規事業）

＜今後の方向性＞

施策の目的がかなり達成されている平成30 令和元

重
み
付
け

　客観指標は住宅の安全性を端的に示すものであるため

・「地域の行事や自治会活動への参加」の市民生活実感については，推計加入率はほぼ横ばい
で推移していることから，「どちらとも言えない」とする回答が3分の1を占めており，昨年度
と同様c評価となった。

＊予算額には人件費及び施設管理に係る経費を含みます。

・検査済証の交付率100％を目指し，関係機関と連携しながら，建築主や事業者に対し検査済証の必要性等
に関する普及啓発を強化するとともに，違反建築防止のための各種パトロールを実施する。
・今後も，耐震化支援事業を充実するとともに，建築関係事業者と協働しながら，あらゆる機会を捉えて住
宅の耐震化の普及・啓発を行い，耐震化率を向上させていく。また，併せて，地域が主体的に行う防災活動
への支援等についても進めていく必要がある。

☑　客観指標

□　市民の実感

今後の方向性の検討

事業名

事業費の状況（千円） 令和2年度事務事業
評価結果における
目標達成度評価

担当局

5

令和元年度
決算額

令和2年度
予算額

1

2

3

4



１　指標の説明

２　指標の意味 ３　算出方法・出典等

４　数値

達成度

数値 99.5%

数値 目標年次 達成度

数値 ‐ 100% 令和元年度 99.5%

５　評価基準 ６ 基準説明 ７ 評価結果

平成30 令和元 令和2

a a a

１　指標の説明

２　指標の意味 ３　算出方法・出典等

４　数値

達成度

数値 611.3%

数値 目標年次 達成度

数値 ‐ 85 令和2年度 510.6%

５　評価基準 ６ 基準説明 ７ 評価結果

平成30 令和元 令和2

c a a

担当課 建築安全推進課 連絡先 ２２２－３６１３

施策名 2404 住宅・住環境の安全性の向上

指標名 検査済証の交付率（％）

数値 根拠

建築基準法第7条に基づき，完了検査は受検
しなければならないものであるため，目標値
は100％とする。

備考

確認済証を交付した件数に対する検査済証を交付した件数の割合

安全が確保された新築建築物が増えてきている
ことを示す指標

算出方法：確認済証を交付した年度から3箇年度を経過した時点にお
いて，着工の有無及び検査済証の交付の有無を調査することにより，
検査済証の交付率を算出する。表示年度は，追跡調査を行い，確定し
た時点での年度。出典：事業担当課調べ

前回数値 最新数値
推移

目標値

平成30年度 令和元年度

99.5 99.5 増減なし 100

根拠

京都市建築物安心安全実施計画

最新数値の目標値に対する達成度が
a ：95％以上
b ：90％以上95％未満
c ：85％以上90％未満
d ：80％以上85％未満
e ：80％未満

当該指標について，京都市建築物安心
安全実施計画において，100％を目指す
ことを踏まえ，95％以上をaとし，以下
5％刻みで基準を設定した。

全国順位
中長期目標

指標名 耐震化による固定資産税の減額を受けた件数（件）

担当課 建築安全推進課 連絡先 ２２２－３６１３

数値 根拠

中長期目標を達成するために当年度達成すべ
き数値

備考

住宅の耐震化による固定資産税の減額申請件数（累計）

住宅ストックの良質化のための適正な維持管理
や更新がなされていることを間接的に示す指標

出典：行財政局税務部資産税課調べ

前回数値 最新数値
推移

目標値

平成30年度 令和元年度

306 434 128件増 71

目標値
令和元年度  71件
令和2年度   85件

根拠

京プラン実施計画第2ステージに掲げる
目標値（リフォームの減税制度の利用
を開始した件数）のうち，耐震改修に
係る件数

達成度（最新数値／単年度目標値）が
a：100%以上
b：80%以上100%未満
c：60%以上80%未満
d：40%以上60%未満
e：40%未満

達成度（単年度目標値に対する最新数
値の割合）100％をaとし，20％ごとに
区分

全国順位
中長期目標


